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別紙
委員長　　　開会宣言、あいさつ
議長　　　　あいさつ

副町長　　　あいさつ

委員長　　　今日の進行の予定ですが、議案の関係により、認定第2号、認定第3号、

議案第43号、議案第46号、認定第7号、議案第44号の順で進めさせてい

ただきます。

　これより議事に入ります。まず、本委員会に付託されました認定第2号平
成18年度長久手町国民健康保険特別会計決算認定を議題といたします。認定
第2号について、執行部の説明を求めます。
　認定第2号

住民課長　　認定第2号について説明。

委員長　　　説明は終わりました。これより認定第2号に対する質疑等を行います。

　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

原田委員　　近隣市町の平成18年度国民健康保険税決算状況の中で、長久手町の特徴的なことについてどうか。
住民課長　　これは近隣市町との比較表ですが、長久手町は徴収回数については10回です。保険税率については、他市町の所得割、資産割、均等割、平等割と比較して一番安くなっております。応能応益割合ですが、応益の均等と平等で40.8％、近隣市町と比較しても低く抑えています。一般会計からの繰入金も比較的多く、一人当たりの医療費についても近隣市町と比べて低い位置にあります。
原田委員　　短期保険者の滞納額や滞納世帯の推移はどうなったか、滞納の主な理由について説明してください。
住民課長　　滞納額と世帯の推移についてまず答えます。平成13年で1,261世帯、金額で2億1,700万円ほどです。平成14年で1,273世帯、2億3,600万円ほどです。平成15年で1,280世帯、2億5,400万円ほどです。平成16年で1,401世帯、2億６,200万円ほどです。平成１７年で1,425世帯、2億7,600万円ほどです。平成18年で1,431世帯、2億7,900万円ほどです。平成16年から平成17年で保険料の改定をしましたが、ここで、24世帯増ということで比較的微増に留まっています。滞納の主な理由は、町外に転出されたとか昼間不在とかいろいろな理由がありますが、一番多いものは、分納中であるが滞納という方が多くを占めています。
原田委員　　申請減免の基準を少しあげると、滞納者が大幅に減るという傾向はないのか。
住民課長　　国保税の減免は、前年度の所得に対して大きく下がったという方が対象になります。滞納世帯の方については、前年度も今年度も所得がない、変動のない方が比較的多いです。
原田委員　　短期保険証の発行で、滞納額が平成17年度よりも平成18年度の方が滞納額の整理が進んだとかそういうことはあるか。滞納減少と発行数との関係はどういうふうにみているか。
住民課長　　短期保険証は昨年が保険証の切り替えの時期でありました。役場にお越しいただく機会を増やして、その都度納税相談をさせていただいて、新しい保険証を発行するということでやっています。中には確定申告などで被扶養者の数とか、修正申告すれば、所得が下がるのではという方もあり、あわせて相談しています。減免の話もかかるような方があったら、まずは適用させてもらうことを前提にやっています。
川本委員　　不納欠損あるいは未納の方が結構あるが、数字的にみて多いのか少ないの
　　　　　かどうか。
住民課長　　長年の累積ですので、この程度かと思います。
川本委員　　本当に払えない人もいるし、払わない人も中にはいるが、そういう区別は目途がつくか。
住民課長　　本当に払えなく、資産も何もない生活に困窮している方がございましたら、不能欠損で処理します。払えるのに払わない方については、税務課との収納とも共同で、差し押さえとかいろいろな方法をとり納税の努力をしています。
川本委員　　昨年度、どのくらいの件数の滞納があったか。税務課との話し合いをされ

た中での件数は。
住民課長　　税務課と共同で差押処分をしたのは2世帯で107万6,350円です。

川本委員　　その結果、支払いができたという答えになっているのか。
住民課長　　成果の上がった分もあります。

原田委員　　滞納のことで聞きたいが、応能応益割合はよそよりも応能が多くて応益が

少ないが、健康保険の場合、所得割に応じての分しか払っていない。そうな

ってくると、滞納者が固定してしまう。低所得者の負担割合はどのくらいか。

それと、同じような所得で健康保険組合の負担率は。平成18年度だけでいい。
住民課国保年金係長　具体的に数字をつかんでいないが、最近、退職者で任意継続をす　　　

　　　　　るか、国民健康保険に入るか迷って窓口にみえる方がいます。そういった場

合、任意継続で社会保険を2年間継続する場合と、国民健康保険に入っていただいた場合に保険税がいくらになるかという計算をすると、国民健康保険の方が安いという場合がほとんどです。会社負担分を自己負担として納める場合における社会保険の保険税額は、国民健康保険よりも高くなっています。
原田委員　　一般財源からの繰入で、今は基金が1億円以上ある。そういうのも活用しながら保険率を値上げするときは十分考えてもらいたい。平成18年度の資産割、所得割、均等割、平等割の収入の割合はどうか。
住民課長　　平成18年度の課税ベースだが、所得割は7億8,600万円ほどです。全体からの率は59.3％です。資産割は1億2,500万円ほどで9.5％です。均等割は2億6,700万円ほどで20.16％です。平等割は1億4,600万円ほどで11.04％です。
原田委員　　平成18年度の資産割が1億2,500万円ほどということだが、これを全く0にしたときに、1億2,500万円ほどの税収を、平成18年度でいうとどこへ割り振ったら上手くいくと思うか。

住民課長　　応能応益の割合も極端に変えるわけにはいかないので、所得割の方に加重がかかってくるかと思います。そうなると中間所得層にしわ寄せがいくことになります。

原田委員　　主要事業書の108頁に、出産育児一時金を出している。52人出ている。去年の10月から30万円だったのが35万円に増えたのでそれが24人と書いてある。国民健康保険の規約の中に家族構成に変動があった場合は届出をしなさいという法がある。それは、病気にかかったときに保険が使えないということから家族の変動があったら出しなさいとことで理解をしていた。例えば、平成18年度だと10月以降に生まれた人は24人おり、その前に28人いるわけだから、全体で52人出産するわけだ。そういう届出をすると、均等割が2万3千円ある。家族数に応じて均等割はかかってくるので、赤ちゃんが生まれたらその月から均等割分が課税になる。被保険者からすると、赤ちゃんが生まれたら均等割の2万3千円を生まれた月数で割ってその分の負担になるという現実はどう考えたらいいのか。
住民課長　　生まれた月から均等割を課税しています。税法上ではそういう形になっています。対策については国民健康保険以外にいろんな方面で取り組んでいます。国民健康保険だけ出生された方だけその分を免除するということは、他の保険との絡みもあり難しいと考えます。
原田委員　　赤ちゃんが生まれて届出があって1週間か10日後には国民健康保険税は変更になりましたという通知がいく。通知をもらった人は何も言ってこないのか。
住民課長　　今のところありません。
原田委員　　国民健康保険税が本当に高すぎる。長久手町は近隣市町に比べ安いが、2

億円ぐらいの滞納金もあり、滞納者も千何百人いる。そうすると、相対的に

負担は大きい。国民健康保険の負担がよその保険に比べ大きくなってきたという点で、例えば、平成18年度だったら高齢者の税の負担割合が大幅に改正され負担が増えた。それで、いっぺんに増やすと大変だからといって、平成18年度、平成19年度、平成20年度の3年間にわたって順番に増えるということがあるが、その点は、実際、平成18年度から課税をして、特に高齢者の方は負担が大きいのでそのへんはどうだったのか。それと、国が制度を変えてきたことによって、国民健康保険税の負担が増えてきたことや、医療給付費が増えた主な要因は何か。
住民課長　　高齢者の税負担の関係で、特に年金をもらっている方の負担増ということですが、老齢者控除のほうが140万から120万に変わったことで、平成18年度と平成19年度と2年間にわたって、20万円老齢者控除が少なくなった部分をいっぺんになくすのではなく、平成18年度は13万円、平成19年度は7万円ということで、段階的に控除額を引かせてもらい課税をしています。例として、公的年金の収入で160万円の方について、平成17年、平成18年、平成19年と税率は5.5％だが、所得割はかかっていなかったが、平成20年度からは3,850円の負担となります。比較的年金をもらっている方が多い所でいくと、公的年金収入200万円のところで、老齢者控除の変わらなかった平成17年でいくと、14,850円だったのが平成18年度になると18,700円、平成19年度になると22,000円、平成20年度で25,850円という形になります。この2年間で激変緩和がありますが、平成20年からはなくなりますので、14,850円なのが25,850円ということになります。
川本委員　　決算書の284頁から285頁の中で、保険給付費の療養諸費が約1億円ほど

不用額がでているが、この原因は何か。
住民課長　　医療費は水物でその年大きな病気が流行すると、7～8％くらいはすぐに上がってしまいます。プラスマイナス10％くらいは危険範囲ということで予期していかないといけないのでこういう形になっています。
委員長　　　ほかにございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。
原田委員　　この国民健康保険の特別会計で問題なのは、本来、国が負わなくてはいけない責任を後退させてきた結果、被保険者の保険料が高くなるということだ。それと、税制度の変更とか高齢者の負担が大幅に増えてきている。そういう負担増に伴い、どれだけ軽減するかについては、町の減免申請の制度はあるが、滞納者が増えたり、所得額が急変した場合の対象者を救済することにはいたっていない。そういうことが、決算を通じて明らかになった。一般会計からの補填を増やして、これ以上の負担を増やすことについてはストップさせることが大事であり、負担をいかにして減らすかという点について、基金が1億円以上あるということもある。そういうことも勘案しながら、十分検討していく必要があるということを申し添え反対とします。

委員長　　　その他ございませんか。無いようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。無いようですので採決を行います。認定第2号平成18年度長久手町国民健康保険特別会計決算認定について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。
　　　　　（挙手多数）反対原田委員
　　　　　挙手多数であります。よって認定第2号は原案のとおり認定することに決しました。

認定第3号

委員長　　　次に、認定第3号平成１８年度長久手町老人保健特別会計決算認定についてを議題といたします。認定第3号について、執行部の説明を求めます。

福祉課長　　認定第3号について説明。

委員長　　　説明は終わりました。これより認定第3号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

原田委員　　平成18年度で国民健康保険は老人保健拠出金に出すわけだが、5億4,831万2,78５円という金額を出している。この75歳以上の人たちの健康保険料をいくら払っているか積算したことはあるか。
福祉課長　　特に積算はしていません。
原田委員　　平成17年度平成18　年度で終末期医療の使い方、それから高額医療費で特徴的なものがあれば教えてください。
福祉課長　　分析等はしていません。
原田委員　　老人医療のレセプトの点検をやっているのだから、医療機関からくる過誤請求とかそういうことはわかっても、終末期医療で過剰な診療とかを、きちんとした分析していかないといけない。その点はどうか。
福祉課長　　レセプト点検ということで、平成18年度については217件、121万2千円という効果が現れているが、これはあくまでレセプトが適正にやっているかということの確認です。それ以上のことは、分析等はしていません。
原田委員　　そうすると、国は75歳以上の医療費が増えすぎると、総医療費を押し上げてしまうので、75歳以上の医療費を減らさないといけないと言っている。75歳以上がたくさん医療費を使っているのは、やむをえず使っているわけだ。そこをきちんとやらないといけないという認識をし、この質問をするがその辺はどうか。
福祉課長　　今回、後期高齢者の医療制度は、将来にわたって医療費を安定的に保つための制度ということで準備をしています。
原田委員　　75歳以上の方は医療保険に強制的に入らされて保険料を払うわけになる。しかし、それは医療費を全体で抑えることといってはいるが、中身をもう少しきちんと分析することを通じてしか認識は深まらない。それは、特別会計で直接町が支払うことではないので、おざなりになってきてしまったと思うがどうか。
福祉課長　　意見としては差し控えます。
原田委員　　過年度清算と言われたが、老人保健特別会計がなくなるのにどのくらいか

かるのか。
福祉課長　　請求行為の問題があるので、2～3年は制度を持ち続けながら並行してやっ

ていくことになります。
委員長　　　ほかにございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

無いようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。無いようで

すので採決を行います。認定第3号平成18年度長久手町老人保健特別会計決

算認定について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。
（挙手多数）反対原田委員
挙手多数であります。よって認定第3号は原案のとおり認定することに決し

ました。

議案第43号
委員長　　　次に、議案第43号平成19年度長久手町老人保健特別会計補正予算（第１

号）についてを議題といたします。議案第43号について、執行部の説明を求めます。

福祉課長　　議案第43号について説明。

委員長　　　説明は終わりました。これより議案第43号に対する質疑等を行います。質

　　　　　疑及び意見のある委員は挙手を願います。

原田委員　　一般会計に4,017万円返すということだが、余ったから返すということか。
福祉課長　　その通りです。

委員長　　　ほかにございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。無いようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。無いようですので採決を行います。議案第43号平成19年度長久手町老人保健特別会計補正予算（第１号）について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

（挙手全員）

挙手全員であります。よって議案第43号は原案のとおり可決することに決し

ました。

議案第46号

委員長　　　次に、議案第46号長久手町乳幼児医療費支給条例等の一部を改正する条例

についてを議題といたします。議案第46号について、執行部の説明を求めます。

福祉課長　　議案第46号について説明。

委員長　　　説明は終わりました。これより議案第46号に対する質疑等を行います。質

　　　　　疑及び意見のある委員は挙手を願います。
原田委員　　今後の影響の所で、平成20年度の額は1億4,157万6千円を見込んでいるということだが、県の補助が入院は中学校卒業まで、通院は小学校入学前までだが、その分がいくらぐらいかを見込んで、純然たる町の負担増はいくらになるのか。
福祉課長　　現在、愛知県が4歳未満ということで計算しているので、それについては算定していません。
原田委員　　子どもの医療費だから年齢枠を拡大しても、上の方はそう医療費は増えな

いというふうにみているか。
福祉課長　　医療費の積算については、実績を基に算定しました。

原田委員　　国の制度では、通院は小学校入学前まで、入院は中学校卒業までとなって

いるが、子どもの医療費の無料化で、窓口で無料にするという制度について、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国が補助金を減らすというペナルティを課してきている。資料でいくと5年間で381億円全国で補助金を減らしている。長久手町でも減らされているはずである。
福祉課長　　承知していません。
原田委員　　長久手町はいっきに中学校卒業まで無料にすることについて議論はされたか。

福祉課長　　近隣の状況も調べて、最終的にこういった方向でいくという方針を出しま

した。
委員長　　　ほかにございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

無いようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。無いようで

すので採決を行います。議案第46号長久手町乳幼児医療費支給条例等の一部を改正する条例について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

（挙手全員）

挙手全員であります。よって議案第46号は原案のとおり可決することに決し

ました。この際、暫時休憩といたします。
午前１１時１５分休憩
午前１１時２５分再開
認定第7号

委員長　　　休憩前に続き会議を開きます。認定7号平成18年度長久手町介護保険特別

会計決算認定についてを議題といたします。認定第7号について、執行部の
説明を求めます。

福祉の家事務局長　　認定第7号について説明。

委員長　　　説明は終わりました。これより認定第7号に対する質疑等を行います。質

　　　　　疑及び意見のある委員は挙手を願います。
川本委員　　施設介護サービス給付費3億8千万円使っている。これは何年分でこれだ　　　

　　　　　けか。
福祉の家事務局長　費用については、特養の場合1億6,110万2,838円です。老人保健施設については1億5,141万4,995円、療養型については6,864万7,467円になっています。
川本委員　　長久手町だけでは対応できないので、町外施設で世話になって

いるのがかなりあると思う。何人ぐらいがどこで世話になっているか。
福祉の家事務局長　町内にある施設は、たいようの杜だけです。あとは町外になります。
　　　　　施設サービスの入所者については平成18年度の月平均で126人です。町内の施設が41名、町外の施設が85名です。たいようの杜の待機者は平成19年８月27日現在で約300名ほどです。その内長久手町民は97名です。

川本委員　　尾張東部圏域では十分間に合っているというが、なかなか特養を建設していこうと思っても、枠内で難しい。広域でみるというのも１つの見方だ。これからは、地方分権の中で自主自立となっていく可能性はある。将来的な町の考えはどうか。
福祉の家事務局長　ここに第3期介護計画がありますが、この中ではそういった入居施

設は、地域密着事業で小規模特養の需要は見込んで第3期介護計画中に造る
ということはあるが、特養等の施設は今のところありません。次の第4期介護計画のときにそういった論議になると思います。

川本委員　　現在、特養の入所でかなりの方が待機している。小規模特養の中で対応し

ていくことと思うが、その施設を作っていくときも誰でもすぐできるもので

もない。長久手町にはたいうようの杜１つだけしかなく、いい面も悪い面も
出てくる。他の社会福祉法人の参入は将来考えているか。
福祉の家事務局長　施設入所の問題だが、第3期介護計画の計画ではなかったわけですが、第4期介護計画を作るときに、そういった事情がたくさん見込まれるのであれば、そういったものも計画していかなくてはならない。有料老人ホームでも介護保険の適用ができるので、国はそういった転換も計画しているようです。
原田委員　　平成18年度は今局長が言われたが、この、元気ながくて！まちハートフ

ル！！第3期介護保険事業計画を策定して初年度にあたったわけです。この第3期介護保険事業計画の目玉商品は、結局、予防重視型システムだと思うが、具体的にこの計画の中で目指しているのか。それから、長久手町は、愛知県下第8位の介護保険料になっている。一番高いのが日進市、それから東郷町ときて、尾張旭市が10位で瀬戸市が11位、長久手町が8位と尾張東部圏域はみんな高い。高い保険料を押し付けて、こういう計画を作った。どういうことになっているか説明してください。
福祉の家事務局長　今回の、制度改正の方向づけについては、介護対象者が増え続けているという形で、予防重視型システムに転換していくという国の方向性です。

　　　　　介護保険がパンク状態にならないように、持続可能な制度にするという形で、施設介護から在宅で介護できるような形をはかりたいということです。第3期介護保険事業計画の中で、見直された介護制度については、まず、要支援1～2の状態にならないために、一般高齢者を対象とした、地域支援事業が創設されました。それから、要支援1～2に認定された方に、状態を改善するために、新予防給付という形の介護サービスができました。また、高齢者の相談窓口という形で、地域包括支援センターを設置しなさいということになりました。地域包括支援センターの中には、新予防給付のケアーマネジメントも行うという形です。最後に、介護保険の柱として、地域の特性や実情に合わせた、地域密着型の事業を行いなさいという形で、今、地域密着型の特養等に取り組んでいます。次に、給付の見直しですが、今回の改正において、平成17年度10月から、住居費とか食費は自己負担という形になりました。それから、新たなサービス体系ですが、平成18年度から要介護1から要介護5の給付等を、要支援1から要支援2の給付の区分に分けました。一般高齢者に対する、地域支援事業の体系も行われています。制度の抜本的な見直しが必要ではないかということですが、国の制度であるので、町単独の抜本的見直し等は考えていません。ただ、介護保険の運営については、1自治体で運営するには、被保険者の移動や高齢化率の違い、所得の格差等の困難が予想されます。
原田委員　　介護予防の重視という所で、施設介護サービス給付費の予算が3億5,442万3,000円で、使ったのは3億8千万円で予定より増えている。ところが、介護予防サービス等諸費は、当初予算で1億1,574万9千円だが、2,789万2,714円しか使っていない。予防重視だといいながら、何でこんなことになったのか。それから、地域密着型介護予防サービス給付費は、予算3,478万5千円なのに支出は0円だ。その下の介護予防住宅改修費は88万2千円予定していたが、49万7千円の支出だからまあまあ使ったということだ。その下の介護予防サービス計画給付費は911万5千円の予算だったのが、支出が298万と3分の1になってしまっている。押しなべて予防の費用が使われていない。そうすると1号被保険者からしっかり保険料を取っておきながら、実際使えなかったのはなぜか。
福祉の家事務局長　施設介護サービス給付費が2,600万円ほど増えたのは、特養等の施　　　　　

　　　　　設に入所された方が増えたということです。それから、サービスのほうで、

　　　　　要支援の所で減額、地域密着で減額になったということはどういうことであ

るかということですが、長久手町の場合、介護認定を行い要介護1から要支援2に移った方が106人40％です。町の介護計画も国と同様70％で見込んでいました。先ほど指摘のあった、介護予防サービスの諸経費の所は、平成18年度から新たに新設された、要支援1、要支援2の給付費ですので、ここが減ったという形は要介護から要支援への移動が少なかったということです。次に、地域密着型の方が支出が少ないのではないかということですが、小規模多機能が昨年度中にできて事業を始める、今年度については小規模特養が事業を開始することでした。小規模多機能については、昨年の3月に公募をして応募があり、運営委員会を開き、創るということになったが、土地の関係から分筆が必要で事業が遅れています。小規模特養については、現在候補地が決まり農振農用地の所から、他法令の許可の準備を進めていることで遅れています。
原田委員　　介護保険は税金で半分をみる、残りの半分で保険料をいただくということで出発した。調整交付金は本来国が25％出すといったのを値切り、20％プラス5％ととして、5％を調整交付金として、長久手町のような裕福なところはほとんど0で22万円ということになった。国が5％負担をさぼった分はいったいどうなったのか。それと、私は3年間の表を作った。平成15年から平成17年のものだ。歳入は決算でいくと、介護保険料は20.01％、国庫支出金は25 ％のところが21.13％、支払基金は31％負担のところが29.99％、県の支出金は12.5％だが13.62％、町の支出金は12.5％だが14.17％という負担割合だった。平成18年度計算すると、介護保険料は24.07％、国庫支出金は17.03％、支払基金は25.99％、県支出金は12.96％、町支出金13.03％となっている。1号被保険者が5.07％も余分に負担をさせられている。国は3％も減っている。支払基金は5％減っている。これはどういうふうに理解をしたらいいのか。当初の約束で3年間トータルすれば平準化するということになるのか。
福祉の家事務局長　調整交付金5％が入ってきていないということだが、これは、その自治体の後期高齢者の割合やその自治体の所得段階において、国が、多い所は減らして少ない所に交付するというシステムです。平成18年度の給付費の5％を計算すると、5,268万円ほどになります。今年もらったのが22万円ですので、5,246万円ほど少ないということです。このお金については1号被保険者の方が負担することになります。この計画の3年間にどういった形になるかは、長久手町は、後期高齢者の割合が少なく、所得のある高齢者が多いということで少なくなってきており、これから増えるということはないと思います。
原田委員　　副町長にお尋ねするが、介護保険は国が法律を決めるが、事業主は町である。1号被保険者は国が支払いをさぼった調整交付金の5％、5,248万円を、なぜ保険料に加算されないといけないのか。
副町長　　　言われることはわからなくはないが、国がそういうシステムで、介護保険　　　

　　　　　をいわれたように始めたわけです。それを変えていったわけですから、特別
　　　　　会計でやっている以上、その中で精査をしていくのが筋だと思います。
原田委員　　介護保険というのは町の独自事業である。国がさぼった税金の分を1号被

保険者に保険料として加算するのはしのびない。税金から負担をするという

ように切り替えるのは当たり前だ。1号被保険者がこの実情を知り、4,355円

という保険料を平均で払っているが、今言われた金額を1号被保険者の数で

割ると、900円くらいになり3,500円くらいになる。そうすると先ほど県下8位だといったが大幅に下がることになる。国が言っているから仕方がないでは済まない。平成18年度の決算ではっきり出た。十分検討する必要があるがどうか。
福祉の家事務局長　一般財源を介護保険特別会計に投入することは、国の三原則で基本

費等については一般財源を入れてはならないという原則があります。介護保
険については相互扶助という形で国の問題がありますので理解願います。
原田委員　　介護保険は税金で半分を負担し、残りの半分を保険料で負担する。その保険料の31％は40歳から64歳までの方が月々払っている保険料を国がまとめて、そこから各市町の介護費用の31％になるように下ろしてくる。国が20％、県が12.5％、町が12.5％で1号被保険者はたったの19％でいいのです。相互扶助というのなら、1号被保険者以外の人にも相互扶助の精神で負担をするというようにならないとおかしい。
福祉の家事務局長　例えば、2号被保険者の保険料についても、40歳から64歳までの31%を取っていると思うが、これについても、長久手町に住んでいる40歳か

　　　　　ら64歳までの方の要件を長久手町に全てあてるということではなく分配す

るので、仮に長久手町の人の2号被保険者の保険料をいただけば、長久手町

は、たくさん保険料が入ってきます。ただ、それは相互扶助で2号被保険者

の保険料もよその自治体に回っていることになります。　
原田委員　　国が1号被保険者に、国がさぼった5％を押し付けてくる根拠をきちんと説明してください。

福祉の家事務局長　調整交付金が入ってきませんので、そのお金をどういうふうに割り

当てるかというは、1号被保険者の方にお願いするということです。

川本委員　　介護予防一般高齢者施策事業費の中で、561万円という予算が出ていて支出が473万8千円ということだが、この中で筋力向上トレーニング委託というのがある。現況はどうか。

福祉の家事務局長　高齢者の筋力トレーニングについては、寝たきり老人にならないと

いうことで始めています。平成18年度の事業については、実施回数は84回、

参加実施者人数は37人です。延べ人数で628人が参加し評価しています。

参加された方は筋力的に増強し、寝たきり老人の防止に役立っています。

川本委員　　実際に筋力トレーニングは持続しなければすぐ筋力が落ちる。このコースを卒業された方の後のフォローはどうか。
福祉の家事務局長　筋力トレーニングについては、やったときに効力があり、やめれば

効力はなくなってくるので、ＯＢ会を組織し卒業された方はＯＢとして参加しています。
川本委員　　ＯＢとして参加しているが、行政としてアドバイスすることはないか。
福祉の家事務局長　ＯＢ会については、ちゃんと職員もつき、運動療法士や理学療法士

がついて行っています。
委員長　　　この際、暫時休憩といたします。
午後０時１５分休憩
午後１時３０分再開
委員長　　　休憩前に続き会議を開きます。

原田委員　　1億6千万円くらいあったお金が差し引き229万3,488円になったことになる。どのようにお金は使われたのか。
福祉の家事務局長　9,956万8千円を介護の給付金の基金に回しました。
原田委員　　1億6千万円で基金に9,900万円だと7,000万円残る。なぜこのような基金に積めたのか。また、決算書432頁に5,601万8,801円という償還金があり、それと一般会計繰出金1,528万円を合わせると、だいたい1億6千万円くらいになり実質黒字だが、償還金の5,600万円の内訳はどうか。
福祉の家事務局長　償還金5,600万円の内訳は、国の償還分は2,232万8,641円で20％
です。県費返還金が1,395万5,401円になります。2号被保険者に返すお金

ですが、支払基金のほうの返還が540万1,425円になります。一般会計に返

すお金は1,528万7,516円になります。
原田委員　　1号被保険者が介護予防事業で使わなかったお金を、国や県や支払基金に返したわけで、本来1号被保険者に返さないとつじつまが合わないがどうか。
福祉の家事務局長　今の償還金は平成17年度の概算に基づいて支払戻しました。今年も平成18年度分は次の補正のほうで償還することになるが、平成19年度の償還金については、基金を取り崩して4,397万6千円ほど繰入れて、国、県、支払基金、町の財源に充てます。残りの部分は、平成19年度、平成20年度の介護費用の給付費に充てたいと思います。
原田委員　　そこで問題なのは、介護給付費の負担割合は決まっている。1号被保険者

　　　　　が19％、国は本来25％だが20％、県・町が12.5％、支払基金が31％。今年度も来年度もかかった費用の負担割合は決まっている。今まで残っている部分についてそれを支払いに充てることは、1号被保険者から2重取り3重取りになっておかしいがどうか。

福祉の家事務局長　例えば、今年度来年度、給付費は増が見込められます。その分財源が新たに確保できるかというと、保険料が決まっているので難しい。平成20年度を過ぎて足らなくなった場合、借入金で借りなければなりません。逆に余れば、来期に繰り越し次の介護保険料が安くなる可能性もあります。
原田委員　　本来、いるときにはまた新たにもらい、今年や来年費用がかかり赤字の場合、借金をしてそれを次の3年間に平均して返せばいい。そういうことを考えても1号被保険者からお金を取ってそのままというのは道義的にも認められない。
福祉の家事務局長　介護保険は3年間で計画していて、お返しするというのは考えてい

ません。

原田委員　　第3期の介護保険の目玉は予防事業だと言われた。長久手町は社会福祉協議会に地域包括支援センターを委託しているが、そのへんはどのように平成18年度の活動成果をつかんでいるか。

福祉の家事務局長　地域包括支援センターのケアープランについては、支援センターか

ら適切にやっていると聞いています。

原田委員　　長久手町にもコムスンの営業所がある。そういう介護事業者の不正受給問題は平成18年度はなかったのか。
福祉の家事務局長　コムスンについては、長久手町に１店舗ありました。不正苦情等は

ないと聞いています。町内の事業者とどのような形で連携をしているかとい

うことは、町内のグループホームというような所は運営協議会があり、そこ

に職員が参加して意思疎通をはかっています。
委員長　　　ほかにございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論、採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

原田委員　　介護保険というのは、社会化しなければいけないとことで始まった。しか

し、国が本来負担すべき調整交付金でも削ってくるということがあり、その

分が全部1号被保険者にかかってくる。3年ごとの計画といいながら、過大

な見積もりをしてその分全て1号被保険者の負担にいった。しかも、1号被保険者は所得税住民税の課税制度の変更が特に去年からあり、大変な介護保険料の負担が別の意味で増えた。決算の審議の中にも本来準備しなければならない介護予防について、準備ができてないこともあった。準備ができても利用する人が少ないことについては、ケアーマネージャーのケアープランの作成等、社会的責任を負うべきところが負えてない実態が明らかになった。したがって、私は今回の決算について、そういう問題を明らかにし、次の3年間の計画が来年度から始まるので、それに十分に反映してもらうためにも、私は今回どうしても認めることはできません。
委員長　　　その他ございませんか。無いようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。無いようですので採決を行います。認定第7号平成18年度長久手町介護保険特別会計決算認定について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

（挙手多数）反対原田委員
挙手多数であります。よって認定第7号は原案のとおり認定することに決し

ました。
議案第44号
委員長　　　次に、議案第44号平成19年度長久手介護保険特別会計補正予算（第１号）

についてを議題といたします。議案第44号について、執行部の説明を求めま
す。

福祉の家事務局長　議案第44号について説明。

委員長　　　説明は終わりました。これより議案第44号に対する質疑等を行います。
　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

原田委員　　繰入金は基金から繰入をする。そうすると、基金は5,559万2千円しか残

らないということか。
福祉の家事務局長　はいそうです。
原田委員　　償還するために基金を取り崩すというのは制度的からいってもおかしいのではないか。
福祉の家事務局長　介護保険は概算清算という形で毎年行われており、平成18年度分を
平成18年度で清算するということで、歳入財源が基金しかないので、基金から取り崩したということです。

原田委員　　副町長、基金の取り扱いからいって、簡単に取り崩してお金を返すこと
はおかしいのではないか。
副町長　　　 今年に限ったことではなく、昨年もこういうふうにやらせてもらっていま
す。

原田委員　 　去年はそういう話にならなかっただけで、今年はおかしいといっている。

副町長　　 　一度、私も勉強させていただきます。前から聞いている段階ではこういう
やり方をしていますので、違和感なくみていました。

原田委員　　 他の基金で議論したときに、基金に積み立てた以上はそう簡単に取り崩さ
ないといったが。

福祉の家事務局長　町の償還金の財源をどこに求めるかということで、基金が一番妥当
だと判断しました。
委員長　　　 ほかにございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論、採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

原田委員　　介護保険の費用負担割合からいって、国や県、支払い基金、町に返すのだ

ったら、1号被保険者にもきちんと保険料として返すことを求めて今回については認めることはでません。
委員長　　　 その他にございませんか。無いようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。無いようですので採決を行います。議案第44号平成19年度長久手介護保険特別会計補正予算（第１号）について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

（挙手多数）反対原田委員
挙手多数であります。よって議案第44号は原案のとおり可決することに決　　　

　　　　　 しました。
委員長　　 　執行部の方はありがとうございました。
　　　　　（執行部退席）
意見書案第2号

委員長　　　次に、意見書案第2号身近な地域で安心して出産ができる助産所の存続を

求める意見書の提出についてを議題といたします。意見書案第２号について、紹介議員の説明を求めます。

じんの議員　意見書案第2号について説明。

委員長　　　紹介議員の説明は終わりました。これより意見書案第2号に対する質疑及

び意見を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

木村委員　　身近な地域で安心して出産できる助産所ということだが、本町の状況はどうか。また、近隣市町ではどうか。
じんの議員　本町の状況では、妊産婦がそれほど困っていないのが現状です。婦人産科

医院、医科大、伊藤ウイメンズ、おかもとクリニックもあるし、近隣にもあります。しかし、東海市では妊産婦が5回ほど、たらい回しにされました。その地域の医療体制を確実なものにしていかないと、妊産婦は子育ての面においても困ることがあるのではないでしょうか。
木村委員　　尾張旭市には出産できる助産所があり、医療機関と提携できるように支援

することが助産所の存続につながると思うがどうか。
じんの議員　2日前の国会審議でかなり語られており、医療体制を確実にするにはそれ

　　　　　ぞれの自治体が協力して、助産所が開きやすい状態になるように連携プレー

ができるように後押しが大切だと思います。

原田委員　　医者と助産師との関係で、医師ときっちり提携を結ぶ契約をもとに、困っ

たときはその医院に行けるようにしなければいけない。ところが、医者は自分の所で手一杯なのに、助産所まで面倒をみれないことから、助産所が契約をもらえないということでもめている。私は自宅出産できるのが当たり前だと思う。それを助けるのが妊産婦検診で、最低でも10回は無料で診てもらう。そうすれば状態がわかるので、安心して助産所で生める。医者をきっちり充実することで意見を出していけばいいのではないか。家族が見守る中で出産できる体制を助産所は作りやすいので、助産所を存続させるということについては賛成をしていかないといけないし、積極的に役割を増やしていく必要がある。
じんの議員　先ほどお渡ししました中日新聞にも書いてあり、妊婦の8割が普通分娩で助産師で大丈夫です。あとの2割は時々のリスクもあり、高度な医療機関で出産するほうがいいといった例があります。先進国では助産師と医者との分担が上手くできており、正常な分娩の場合は助産師が責任を持ってやっています。1人の産科の医者を育てるよりは助産師を上手に育成して働いてもらうほうが、ずっと国のためにもなるということが書いてあり、原田委員のおっしゃることはもっともだと思います。
佐野委員　　私の子どもも生まれるときに胎盤はく離になって、緊急的に出さなくてはならなくなったが、そういうケースは途中ではわからない。そういう場合、地域のネットワークが確立されてないとフォローができない。現状ではフォローが整っていない。この施行を凍結することになった場合、その間にトラブルが起きた場合のフォローも担保しておかないといけないがどうか。
じんの議員　佐野委員のおっしゃることは改正医療法第19条に含まれていません。これは、助産師が開設する場合に嘱託医師がいないとできないということで、佐野委員のおっしゃったことは、産科の医療体制のことで、出産は様態が変化しやすく何かあればすぐに駆けつけなければならないので、その時はきちんと病院のほうにかかっていくと思います。
佐野委員　　現在開業されている方にもその連携を求める法律の改正ではないのか。新しく開設される方のみか。
じんの議員　　改正医療法第19条というのは、来年の4月から法律が厳しくなり、熱意ある助産婦が開設しようとしても、医療体制が整っていない産科が少ない地方では、嘱託医も探せない産科医も探せない。改正医療法第19条の施行を当分の間凍結するということの当分の間というのは、産科医師や地域の産科病院などの不足の解消などが整備されまでの間、と書いてあるので、来年の4月からというのはやめてくださいと述べてあるのです。
佐野委員　　この中でうたわれていることは、現状開業されている方たちに対しても、その連携を求めているということか。
じんの議員　開業されている中には、連携もできている所もあるしできていない所もあり困難な状態なのに、これをされると全然できなくなるのです。家庭内分娩というような助産師ができる仕事ができなくなるので、医療機関が整備されるまで待ってくださいという意味なのです。
委員長　　　ほかにございませんか。無いようですので、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

木村委員　　改正医療法第19条の施行を当分の間凍結するということではなく、公明党

としては、嘱託医と連携、医療機関の確保が困難な助産所への支援を強化すべきと考え反対答弁とします。

委員長　　　その他ございませんか。無いようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。
原田委員　　妊婦の安全を守るということから当初は考えられたと思うが、助産師の持っている役割を十分果たしてもらうためには時期尚早だと思う。当分の間は現状のとおり運営ができるようにするのがいい。その間に、医療体制や医者不足等解決しなければならない問題がたくさんあるが、解決するためにも意見書案には賛成したいと思います。

その他ございませんか。無いようですので、採決いたします。意見書案第2号身近な地域で安心して出産ができる助産所の存続を求める意見書の提出について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

（挙手多数）反対木村委員
挙手多数であります。よって意見書案第2号は原案のとおり可決することに決  

しました。
請願第1号

委員長　　　次に、請願第1号学級規模の縮小と次期定数改善計画の実施を求める請願書を議題といたします。説明はよろしいでしょうか。

川本委員　　吉田委員長の提案ですか。

委員長　　　前回、そのことで出させていただきました。

川本委員　　通常、申し合わせで副委員長がやってきたが、委員長がやることになったいきさつを我々は聞いてない。説明だけお願いします。

委員長　　　議会運営委員会では副委員長が受けるという話になっていたが、副委員長が署名のほうが少し難しいという意見があり、私にやってもらえないかという話があり、その時に、他の会派の方までは説明が回らず、このような形になってしまい申し訳ありません。慣例じゃない形を状況判断をせずに受けてしまいました。議長の了解はとっています。
川本委員　　これからは、慣例でないこともやることがあるということですね。

議長　　　　いくら慣例で決めていても、副委員長という役職で決めたときに、副委員長がどうしてもできないといった場合には、この請願書を受けてしまうわけだから、誰かにやってもらわないといけない。委員会でやるということであれば、副委員長なり委員長でどうだという話の中で決めた。署名いただいたのは、委員長が回られたということです。説明はされなかったがそういうことで署名いただいています。

川本委員　　わかりました。

佐野委員　　今度、副委員長か何なりで一度追及されたほうがいいと思います。前もっって委員への説明が今後はあったほうがいいと思います。
委員長　　　わかりました。
ほかにございませんか。無いようですので、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。無いようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。無いようですので、採決いたします。請願第1号学級規模の縮小と次期定数改善計画の実施を求める請願書について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

（挙手全員）

挙手全員であります。よって請願第1号は原案のとおり採択することに決し

ました。この際、暫時休憩をいたします。
午後２時２０分休憩
午後２時２３分再開
請願第3号

委員長　　　次に、請願第3号新設小学校名決定に際し校区住民の意見反映を求める請願を議題といたします。請願第3号について、紹介議員の説明を求めます。

小池議員　　請願第3号について説明。

委員長　　　紹介議員の説明は終わりました。これより請願第3号に対する質疑及び意見を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

原田委員　　教育委員会の今後の日程は聞いているか。

小池議員　　10月末までにアンケートを回収することになっています。11月15日に検討会が行われるので、それまでに集約がされると思います。11月15日の検討会で住民の意見結果を集約したものが出されますが、数字的なものはわかりません。それをどのように反映させていくかは重要な点ですし、検討会でも一番数の多いものを取るという決まりはないようです。何をもって判断していくかの検討が11月15日やその後されるかと思います。
川本委員　　請願書が出されたのは、検討委員会よりも後ですね。
小池議員　　28日の夜に１回目の検討委員会が行われたので、この請願は昼までの締め切りでしたので前です。

川本委員　　請願を出された方が、検討委員会が発足して行われるということは、知ってみえるわけですね。

小池議員　　はいそうです。

川本委員　　検討委員会に出席している女性の方が3人ほどいるが、その方は請願者の中に入ってないわけですね。
小池議員　　入っていないです。

川本委員　　多くの意見を取り上げるというのであれば別に問題はないと思うが、別の方が請願を出され、なお検討委員会をしていくというものであれば、再度そこまで請願を出してやらなくても前へ進んでいくと思います。請願を出された方の気持ちはどんなところにあるのか。

小池議員　　検討会が行われることはこの方たちは知っていたと思います。なおのこと、検討会なり教育委員会できちんと住民の声を聞いて検討されるようにというお願いだと思います。まだ検討会が始まる前にこの請願は出されましたので、これから検討会が始まるということから、その際には住民の声が反映されるように進められるということを願って、それを議会にも確認してほしいということだと思います。
佐野委員　　検討委員会のメンバーに住民の方が入られており、しかも住民に対してアンケートをとって配布されている状況です。これから検討委員会が審議に入るが、意見の集約をするときに、数の多いものにしなければいけない等、決め方も検討委員会の中で検討されるはずだ。この請願が出たことによって、数が多いものを採択しなければいけないというような、判断を狭めることにはならないか。その点検討委員会の意見は聞いているか。
小池議員　　同様の内容だと思うが、教育委員会に宛てても、この方々で要望書を出されています。教育委員会からは検討会にも、こういった要望書が出ているという報告はされていました。検討会では、それならば住民の声をどのように反映させるかということで、アンケートを進めようと動いていますので、住民の声を反映させるということを念頭に検討会を進めていると思います。数の多いものをということですが、数だけでは決定はできないと検討会では言っていました。数だけでやってくれということではありません。みなさんの意見をきちんと反映させてくださいということです。そのように動いていただきたいという趣旨のものです。　
委員長　　　ほかにございませんか。無いようですので、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。無いようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。無いようですので、採決いたします。請願第3号新設小学校名決定に際し校区住民の意見反映を求める請願について原案のとおり承認することに賛成の委員の挙手を求めます。

（挙手全員）

挙手全員であります。よって請願第3号は原案のとおり採択することに決し

ました。

委員長　　　以上でございます。

委員長　　　次に、閉会中の継続審査につきましてお諮りします。委員のお手元に配布してあります継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査をしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

　　　　　（異議なしの声あり）
　　　　　　ご異議ないものと認めます。継続調査申出事件一覧表を私から議長に申し出ておきますから、ご了承願います。なお、委員長報告の作成については、正副委員長にご一任いただけますか。
（異義なしの声あり）

　　　　　　以上をもちまして民生文教常任委員会を閉会いたします。

　　　　　　午後２時４０分閉会
　　　　　　上記、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

　　　　　　平成１９年１０月１８日

　　　　　　民生文教常任委員会委員長　　吉田ひでき
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